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平成 18 年 9 月期  個別中間財務諸表の概要      平成１８年５月２６日 

会  社  名   東北化学薬品株式会社        上場取引所   JASDAQ 
コ ー ド 番 号           ７４４６                            本社所在都道府県 
（ＵＲＬ http://www.t-kagaku.co.jp）          青森県 
代  表  者   役  職  名  代表取締役社長 

氏    名 東 康夫 
問い合わせ先    責任者役職名 取締役管理グループ長     
          氏    名 工藤 幸弘      ＴＥＬ（０１７２）３３－８１３１ 
決算取締役会開催日       平成１８年５月２６日                     中間配当制度の有無  有 

中間配当支払開始日       平成  －年－月 －日               単元株制度採用の有無 有（１単元 1000 株） 

配当支払開始予定日       平成  －年－月 －日 

１．18 年 3 月中間期の業績(平成 17 年 10 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日) 

(1)経営成績 

 売 上 高 営業利益 経常利益 

 
18年 3月中間期 
17年 3月中間期 

百万円   ％
   ９，３５８（  ７．３）

８，７２１ (  ３．４)

百万円   ％
        １７１（  ０．２）

        １７１ ( １４．３)

百万円   ％
 １８１（△ ４．８）

１９０（ ２０．９）

17 年 9 月期 １７，７３９   ２９６ ３１９ 

 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 
18年 3月中間期 
17年 3月中間期 

百万円   ％
７１（△２４．０）

    ９４（ ４７．２）

      円    銭
１４    ９３

２０    ６２

17 年 9 月期  １５４ ３２    ７０

 (注)①期中平均株式数    18 年 3 月中間期 4,796,000 株    17 年 3 月中間期 4,566,800 株   17 年 9 月期 4,621,365 株 
    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 

(2)配当状況 
 １株当たり 

中間配当金 
１株当たり 
年間配当金 

 
18年 3月中間期 
17年 3月中間期 

円   銭 
０  ００ 
０  ００ 

円   銭
――――― 
――――― 

17 年 9 月期 ―――――      ２０ ００

（注）17 年 9 月期期末配当金の内訳  普通配当 15 円 00 銭 記念配当 5 円 00 銭 

(3)財政状態 
 総 資 産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 
18年 3月中間期 
17年 3月中間期 

百万円 
９，１４５ 

８，６２９ 

百万円
４，２９６

４，０２４

％ 
４７．０ 

       ４６．６ 

円   銭
８９５  ９２

８８１  ２０

17 年 9 月期 ８，７５８ ４，２５０ ４８．５ ８８５  ４８

 (注)①期末発行済株式数  18 年 3 月中間期 4,796,000 株   17 年 3 月中間期 4,566,800 株    17 年 9 月期 4,796,000 株 

   ②期末自己株式数   18 年 3 月中間期     4,000 株   17 年 3 月中間期    3,200 株     17 年 9 月期   4,000 株 

 

２．18 年 9 月期の業績予想(平成 17 年 10 月 1 日～平成 18 年 9 月 30 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

期 末  

通  期 
百万円 

１８，５００ 

百万円

３５０

百万円

１４０

円 銭 

 １５ ００ 

円 銭

 １５ ００

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)２９円１９銭 

（注）当資料に掲載している見通しの数値は、当社が現在入手可能な情報から判断したものであり、経済情勢などの動向に

より変動する場合がありますのでご承知おき下さい。 
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９．中間財務諸表等 
（１）中 間 貸 借 対 照 表 
                                  （単位：千円 千円未満切捨） 

前 中 間 期 
（平成 1７年３月３１日現在） 

当 中 間 期 
（平成 1８年３月３１日現在） 

前      期 
（平成 1７年９月３０日現在）

     期  別 

 

科  目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比

（資 産 の 部）  ％  ％ ％

流   動   資   産      

現 金 及 び 預 金 ※2 886,075
 

967,218  841,355

受 取 手 形  655,806
 

624,887  670,085

売 掛 金  3,593,486
 

3,840,514  3,835,489

た な 卸 資 産  640,733  558,544  463,445

そ の 他  52,884  82,725  70,801

貸 倒 引 当 金  △5,919  △15,932  △15,992  

流 動 資 産 合 計  5,823,066 67.5 6,057,957 66.2 5,865,184 67.0

固  定  資  産      

有 形 固 定 資 産 ※1      

建 物  412,391  384,843  396,220

土 地 ※2 1,195,309  1,150,976  1,195,309

そ の 他  171,903  165,356  167,236

有形固定資産合計  1,779,604 20.6 1,701,177 18.6 1,758,766 20.1

無 形 固 定 資 産 9,031 0.1 13,327 0.2 7,735 0.1

投資その他の資産     

投 資 有 価 証 券 ※2 498,544 863,833  625,418

差 入 保 証 金  352,127 355,320  357,421

そ の 他  202,926 188,483  189,571

貸 倒 引 当 金  △35,940 △34,625  △45,834

投資その他の資産合計  1,017,658 11.8 1,373,011 15.0 1,126,577 12.8

固 定 資 産 合 計  2,806,293 32.5 3,087,515 33.8 2,893,078 33.0

資 産 合 計 8,629,360 100.0 9,145,473 100.0 8,758,263 100.0
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（単位：千円 千円未満切捨） 

前 中 間 期 
（平成 1７年３月３１日現在） 

当 中 間 期 
（平成 1８年３月３１日現在） 

前      期 
（平成 1７年９月３０日現在） 

 

 

金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比

 ％ ％ ％

（ 負  債  の  部 ）  

流 動 負 債   

 支 払 手 形 ※2 505,256 550,099  514,989

 買 掛 金 ※2 3,684,491 3,876,496  3,599,573

 未 払 法 人 税 等  108,979 89,386  100,764

 賞 与 引 当 金  28,000 28,000  28,000

 そ の 他  107,195 98,965  90,406

 流 動 負 債 合 計  4,433,923 51.4 4,642,949 50.8 4,333,734 49.5

固 定 負 債  

 退 職 給 付 引 当 金  37,199 30,926  35,550

 役員退職慰労引当金  127,967 134,689  132,024

 繰 延 税 金 負 債  － 33,293  －

 そ の 他  6,000 6,800  6,500

 固 定 負 債 合 計  171,167 2.0 205,708 2.2 174,075 2.0

負 債 合 計 4,605,090 53.4 4,848,657 53.0 4,507,809 51.5

（資  本  の  部）  

資 本 金  753,700 8.7 820,400 9.0 820,400 9.4

資 本 剰 余 金  814,400 9.4 881,100 9.6 881,100 10.0

利 益 剰 余 金  2,366,156 27.4 2,398,813 26.2 2,426,837 27.7

その他有価証券評価差額金 ※３ 91,484 1.1 198,493 2.2 124,107 1.4

自 己 株 式  △1,471 △0.0 △1,991 △0.0 △1,991 △0.0

資 本 合 計 4,024,269 46.6 4,296,815 47.0 4,250,453 48.5

負 債 及 び 資 本 合 計 8,629,360 100.0 9,145,473 100.0 8,758,263 100.0

  



（東北化学薬品） 

24 

                          

（２）中 間 損 益 計 算 書 
                                      （単位：千円 千円未満切捨） 

前中間期 
自平成１６年１０月１日

至平成１７年３月３１日

当中間期 
自平成１７年１０月１日 

至平成１８年３月３１日 

前  期 
自平成１６年１０月１日

至平成１７年９月３０日

期  別 

 

 

科  目 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比

  ％ ％ ％

売 上 高 8,721,568 100.0 9,358,088 100.0 17,739,314 100.0

売 上 原 価 7,747,096 88.8 8,345,691 89.2 15,811,320 89.1

売 上 総 利 益 974,471 11.2 1,012,397 10.8 1,927,994 10.9

販売費及び一般管理費 803,150 9.2 840,740 9.0 1,631,771 9.2

営 業 利 益 171,321 2.0 171,656 1.8 296,222 1.7

営 業 外 収 益 ※1 19,821 0.2 10,335 0.1 27,821 0.1

営 業 外 費 用 ※2 318 0.0 382 0.0 4,667 0.0

経 常 利 益 190,823 2.2 181,609 1.9 319,376 1.8

特  別  利  益 ※3 － － 11,000 0.1 － －

特 別 損 失 
※4

※5
405 0.0 46,976 0.5 9,201 0.0

税引前(中間)当期純利益 190,417 2.2 145,632 1.5 310,174 1.8

法人税、住民税及び事業税 104,832 1.2 85,320 0.9 169,201 1.0

法 人 税 等 調 整 額 △8,563 △0.1 △11,283 △0.1 △13,857 △0.1

中間 (当期 )純利益 94,148 1.1 71,596 0.7 154,830 0.9

前 期 繰 越 利 益 67,007 72,217  67,007

中間(当期)未処分利益 161,156 143,813  221,837

     

 

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 
 

  該当事項はありません 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式 

移動平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

① 子会社株式 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

① 子会社株式 

同左 

② その他有価証券 

 時価のあるもの 

     中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は、全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定) 

② その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

② その他有価証券 

 時価のあるもの 

     決算末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は、全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定) 

 時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

同左 

 時価のないもの 

同左 

(2) たな卸資産 

総平均法による原価法 

(2) たな卸資産 

同左 

(2) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物(建物附属設備は

除く)については、定額法によって

おります。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

ソフトウェア(自社利用分)につい

ては、社内における見込利用可能

期間(５年以内)による定額法 

(2) 無形固定資産 

      同左 

(2) 無形固定資産 

        同左 

(3) 長期前払費用 

均等償却によっております。 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については、貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については、個別に回収

の可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため支給見込額に基づ

き計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当中

間会計期間末において発生してい

ると認められる額を計上しており

ます。 

また、数理計算上の差異は、各期

の発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(５年)によ

る定額法により翌事業年度から費

用処理することにしております。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため当

期末における退職給付債務及び年

金資産の額に基づき、計上してお

ります。 

 また、数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法により翌事業

年度から費用処理することにして

おります。 
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前中間会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

４ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 

５ その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

５ その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

 

消費税等の会計処理 

同左 

５ その他財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

 

消費税等の会計処理 

同左 
  
 
会計処理の変更 

前中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（固定資産の減損にかかる会計基準）

当中間会計年度より、｢固定資産の減損

に係る会計基準｣（｢固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書｣（企

業会計審議会平成 14 年 8月 9日））及び

｢固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針｣（企業会計基準適用指針第 6 号

平成 15 年 10 月 31 日）を適用しており

ます。これにより、税引前中間当期純利

益 44,332 千円が減少しております。な

お、減損損失累計額については、当該資

産の金額から直接控除しております。 

 

 

追加情報 

前中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

「地方税法等の一部を改正する法律」

(平成15年法律第９号)が平成15年３月

31日に公布され、平成16年４月１日以

後に開始する事業年度より外形標準課

税制度が導入されたことに伴い、当中

間会計期間から「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の表

示についての実務上の取扱い」(平成16

年２月13日 企業会計基準委員会 実

務対応報告12号)に従い法人事業税の

付加価値割及び資本割については、販

売費及び一般管理費に計上しておりま

す。 

この結果、販売費及び一般管理費がま

る4,323千円増加し、営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益が、4,323千円

減少しております。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（単位：千円 千円未満切捨） 

前中間会計期間末 
（平成 1７年３月３１日現在） 

当中間会計期間末 
（平成 1８年３月３１日現在） 

前事業年度末 
（平成 1７年９月３０日現在） 

１ 有形固定資産の減価償却累計額 

       ８３０，４９８ 

１ 有形固定資産の減価償却累計額 

８５４，９８０

１ 有形固定資産の減価償却累計額 

８４２，３３４ 

２ 担保に供している資産 

預    金     ５，１００ 

投資有価証券     ７，７８１ 

土    地    ５３，５３４ 

   計       ６６，４１５ 

上記に対応する債務 

支 払 手 形       ６，０９１ 

買   掛   金     ３３６，９０５ 

   計     ３４２，９９７ 

２ 担保に供している資産 

預    金     ５，１００

投資有価証券     ９，８５６

土    地    ５３，５３４

   計       ６８，４９０

上記に対応する債務 

支 払 手 形              ２８６

買   掛   金     ４２４，７１０

   計     ４２４，９９６

２ 担保に供している資産 

預    金      ５，１００

投資有価証券      ８，０２５

土    地    ５３，５３４

   計        ６６，６５９

上記に対応する債務 

支 払 手 形       ３，２３９

買   掛   金     ４４７，２００

   計     ４５０，４３９

 

 

  ３ 商法第 290 条第 1 項第 6 号に規定

されている時価を付したことによ

り増加した純資産の額は、124,107

千円であります｡ 
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（中間損益計算書関係） 

（単位：千円 千円未満切捨） 

前中間会計期間 

自平成１６年１０月１日 

至平成１７年３月３１日 

当中間会計期間 

自平成１７年１０月１日 

至平成１８年３月３１日 

前事業年度 

自平成１６年１０月１日 

至平成１７年９月３０日 

１ 営業外収益の主要項目 

  受取利息      ２，３１２ 

  受取配当金     １，７５１ 

１ 営業外収益の主要項目 

  受取利息      ２，３８２

  受取配当金     ２，７１２

１ 営業外収益の主要項目 

  受取利息      ４，２８４

  受取配当金     ５，９８４

２ 営業外費用の主要項目 

  支払利息         ４２ 

２ 営業外費用の主要項目 

  支払利息         １１

２ 営業外費用の主要項目 

  支払利息         ８１

  新株発行費     ４，０２０

 ３ 特別利益の主要項目 

  貸倒引当金戻入益 １０，８９５

投資有価証券売却益   １０５

 

４ 特別損失の主要項目 

  固定資産除却損     ４０５ 

４ 特別損失の主要項目 

   固定資産除却損     １４４

  減損損失     ４４，３３２

会員権評価損      ４００

４ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損   １，４４３

会員権評価損    ７，３２５

 

５ 減損損失 

  当社は、以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しました。 

 
用途 種類 場所 

金額 

(千円)

 
遊休 土地

青森県 

南津軽郡
2,192

 
遊休 土地

青森県 

弘前市 
13,797

 
遊休 土地

秋田県 

秋田市 
4,727

 

 
遊休 土地

栃木県 

大田原市
23,615

 

 
計 44,332

     

（経緯） 

上記土地については、本社及び支

店等建設予定地として取得しました

が、需要の落ち込み等により現在は

遊休資産としております。 

 今後の利用計画もなく、地価も著し

く下落しているため、減損損失を認

識いたしました。 

（グルーピングの方法） 

当社は、主として支店を独立した

単位としております。なお、将来の

使用が見込まれていない遊休資産に

ついては個々の物件単位でグルーピ

ングをしております。 

（回収可能価額の算定方法等） 

減損損失を認識した固定資産の回

収可能価額は、正味売却価額を使用

しております。正味売却価額は、不

動産鑑定評価額に基づき算定してお

ります。 
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（リース取引関係） 

（単位：千円 千円未満切捨） 

前中間会計期間 

自平成１６年１０月１日 

至平成１７年３月３１日 

当中間会計期間 

自平成１７年１０月１日 

至平成１８年３月３１日 

前事業年度 

自平成１６年１０月１日 

至平成１７年９月３０日 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．借主側 

リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

 

 
器 具 

備 品 
  

取 得 

価 額 

相 当 額 

千円

202,605 

減価償却

累 計 額 

相 当 額 

千円

103,401 

中間期末

残 高 

相 当 額 

千円

99,203 

 

未経過リース料中間期末残高相当額 

１  年  内     38,706千円 

１  年  超     60,496千円 

     計             99,203千円 
なお、取得価額相当額及び未経過リース

料中間期末残高相当額は、未経過リース

料中間期末残高の有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．借主側 

リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

 

 
器 具

備 品
  

取 得

価 額

相 当 額

千円

316,079

減価償却

累 計 額

相 当 額

千円

154,660

中間期末

残 高

相 当 額

千円

161,418

 

未経過リース料中間期末残高相当額 

１  年  内    45,588 千円

１  年  超   115,830 千円

     計      161,418 千円

なお、取得価額相当額及び未経過リース

料中間期末残高相当額は、未経過リース

料中間期末残高の有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．借主側 

リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

 

 
器 具 

備 品 
  

取 得 

価 額 

相 当 額 

千円

312,679 

減価償却

累 計 額 

相 当 額 

千円

127,815 

期 末 

残 高 

相 当 額 

千円

184,864 

 

未経過リース料期末残高相当額 

１  年  内    52,555 千円

１  年  超   132,309 千円

     計      184,864 千円

なお、取得価額相当額及び未経過リース

料期末残高相当額は、未経過リース料期

末残高の有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 
支払リース料及び減価償却費相当額 

                     19,666千円 

支払リース料及び減価償却費相当額 

                    31,372 千円

支払リース料及び減価償却費相当額   

          44,080 千円

減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。

減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。

 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１  年  内     7,143 千円 

１  年  超    6,586 千円 

     計      13,730 千円 

 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１  年  内      7,018千円

１  年  超    19,097千円

     計       26,115千円

 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１  年  内      7,903千円

１  年  超    15,339千円

     計       23,243千円

 
 

２．貸主側 
   未経過リース料中間期末残高相当額 

１  年  内     19,629千円

１  年  超    76,781千円

         計       96,411千円

上記は、 全て転貸リース取引に係る貸手

側の未経過リース料中間期末残高相当額

であります。 

なお、当該転貸リース取引は、概ね同一

の条件で第三者にリースしておりますの

で、ほぼ同額の残高が上記１の借手側の

注記(２)未経過リース料中間期末残高相

当額に含まれております。 

また、未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高及び

見積残存価額の残高の合計額が営業債権

の中間期末残高に占める割合が低いた

め、受取利子込み法により算定しており

ます。 

 

２．貸主側 

   未経過リース料期末残高相当額 

１  年  内     22,014千円

１  年  超    83,906千円

         計      105,921 千円

上記は、 全て転貸リース取引に係る貸手

側の未経過リース料期末残高相当額であ

ります。 

なお、当該転貸リース取引は、概ね同一

の条件で第三者にリースしておりますの

で、ほぼ同額の残高が上記１の借手側の

注記(２)未経過リース料期末残高相当額

に含まれております。 

また、未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高及び見積残存価

額の残高の合計額が営業債権の期末残高

に占める割合が低いため、受取利子込み

法により算定しております。 
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（有価証券関係） 

  当中間会計期末に係る｢有価証券｣(子会社及び関連会社株式で時価のあるものを除く)に関する注記に

ついては、連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

なお、当中間会計期末（自 平成１７年１０月１日 至 平成１８年３月３１日）における子会社株

式及び関連会社株式で時価のあるものはありません｡ 

 


